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多国籍企業における新たな競争優位の源泉について
内田康郎
l .問題の所在
今日の国際経営環境は，これが大競争（megacompetition）時代と表現され
るほど企業間競争が激化してきている。こうした状況の中，市場でリーダー企
業としての地位を確立することの難しさは改めて言うまでもないところだが，
一方で企業聞の角逐を制し覇権を獲得する企業も存在する。
例えば，最も競争の激しい産業の一つで、ある半導体産業では，ロジックの分
野でインテルが業界トップに君臨しその地位を揺るぎないものにしている。同
社の業績は80年代後半から昨年までの間，急激に上昇させてきており，特に90
年以降は年率平均30同以上の上昇率となっている l0 この強力な競争力の背景に
あるものとして同社の主力製品であるMPUを業界標準に仕立て上げたことが挙げ
られる。
従来，多国籍企業の競争行動に関する研究の多くは，その競争戦略において
規模の経済性（economiesof scale），あるいは範囲の経済性（economiesof 
scope）のどちらかを重点的に追究するといった点から具体的な戦略手段の内容
を規定してきた。だが，今日では上で挙げたインテルのように，業界標準をめ
ぐる競争がd織烈化してきている。このタイプの競争では 製品によっては製品
化の前に予め標準規格を定めてしまうケースさえ見られるほどその勢いはさら
に積極化されつつある。
このような今日の競争展開を見ると，戦略的に業界標準を獲得することは先
に示した二つの競争優位の源泉だ、けでは説明できず従って今日の市場で展開
される競争形態を説明する新たな競争優位の源泉を示す概念が追加されなくて
l同社ホームページ（http：附w. intel. com/intel/annual97/ffrevenue. htm）を参照。
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はならないものと考えられる。そこで 本稿ではこの新たな競争形態を規定す
る競争優位の源泉に対して，それが業界標準の獲得を志向していることから「標
準化」の経済性（economiesof standards）として新たな概念を設定し，これ
を先の二つの源泉と並ぶ第三の競争優位の源泉2としてこの用語の概念化を図る
ことを目的とする：i0 
これに向け以下の議論では まず「標準化」の経済性の概念について明確に
し，次いで既存のタイプの戦略との間にどのような質的差異が見出されるかに
ついて明らかにしていくことにする。
2. 「標準化」の経済性とは
(l) 「標準化」の意昧
まず，「標準化」の意味を明らかにする必要があるだろう。もとより標準化と
言った場合，その概念には業界標準まで含めないことが多い。いわゆる標準化
と言った場合の原点は，生産管理のあり方をテイラー・システム（Tay1 orsystem) 
からフォード・システム（Fordsys tern）へと発展させたH.Fordの『3s政策
2 規模の経済性，範囲の経済性に続く第三の競争優位の源泉としては連結の経済性を挙げ
る理論（例えば，宮沢［1987],Douglas & Craig [1989］）もある。宮沢は範囲の経済性を
「単 4 主体，単品組織の立場に着目してその主体による複合生産をとらえるための見方」と
しているのに対して，「連結の経済性は，複数主体聞の結びつきが知識・技術の多重利用に
よって生む経済性」と位置づけている。これによれば，範囲の経済性と比べ連結の経済牲
には他社との結びつきをセカンド・ベスト的に位置づけているのではなく，積極的に働き
かけるといった概念を持たせている。これは本稿で言う「標準化」の経済性の概念と接近
している。だが， 」方で連結の経済性はそのままでは規模の経済性や範囲の経済性との聞
に見られるような明確な差異も見つけだしにくい。その意味で，本稿では連結の経済性を，
範囲の経済性を・層厳しく追及する過程において見出される経済効果と判断し，「標準化」
の経済性を第三の競争優位の源泉として位置づけている。
3 業界標準を確立する方法としては，市場での競争の結果として定まるデファクト・スタ
ンダード（defacto standard）と主に公的機関によって定められるデジュリ・スタンダー
ド（dejure standard）の二つのタイプがあるが，本稿では主に市場での競争を重視し，そ
の結果から「標準化」が定まるものとしているために前者を対象としている。
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(3S policy)JJに見出される。 3s政策とは，徹底した製品の単純化（simp 1 i-
fication），機械・工具や職場・作業の専門化（specialization），と共にもう
一つ，部品の標準化（standardi za ti on）を追究することだが，この標準化とし
ての概念が一般化されているように思える。この意味での標準化と業界標準で
いう標準化とは，企業が推進する上ではその意識の点で、明確に分けられている
ことを認識しなくてはならない。前者が主に徹底したコスト削減に対して意識
を集中させているのに対し，後者では自社の規格を武器にその業界全体に対し
て戦略的にオープン化し普及を図ることに集中している。今後，本稿で議論の
中心となるのが後者となるが，無用の混乱を避けるため後者の意味としてこの
用語を用いる場合，「標準化」とカギ括弧付きで表記することにする。
(2）「標準化Jの経済性の概念
そもそも，本稿で言う「標準化」の経済性追究型戦略が優位となる競争環境
では，競争のルールはそれまでとは著しく異なっていることになる。従って，
こうした環境下では従来と同様の戦略 すなわち規模の経済性追究型戦略や範
囲の経済性追究型戦略では，「時代遅れ」の戦略ともなりかねず，仮にそうであ
る場合には市場で優位な地位を築くことは極めて難しいと百える。
本稿では従来型の戦略よりも優位な戦略として「標準化Jの経済性追究型戦
略を挙げているわけだが，もちろん産業によっては「標準化」自体が発生し得
ないものもあり，今日必ず、しも全ての産業でこれを追究するタイプの戦略が通
用するわけではない。しかしながら，半導体産業におけるRISCチップ， AV関
連産業における DVDなど，ハイテクを駆使する先端技術産業においては着実に
「標準化」に向けた競争が増加してきている。このことは，「標準イ七」をどこよ
りも先に確立することでこうした競争環境のもとでの競争優位獲得を意味する
ものとなっている。
「標準化」を確立することにより優位性が得られるメカニズムは，次の通りと
考えられる。つまり，自社製品を「標準化」の確立に成功させることができれ
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ば，ユーザーはその製品を選択する方が他の製品を選択した場合と比べ，多く
の経済効果4が得られるため，自ずと選好性が高くなる。その上，「標準化」の
確立には後に詳述するネットワーク外部性（networkexternal i ty）が条件とな
るが，このネットワーク外部性がユーザーに多くの便益を与える効果があるこ
とからユーザーの選好性はさらに高くなるという仕組みになっており，ユーザー
にしてみればよほどのマニアでない限り「標準化」された製品を選択すること
になる。そのため「し3ったん業界標準（「標準化」 引用者）が確立してしま
うと，新製品が瞬時の内に既存製品のそれを上回るユーザーを獲得することは
難しい」 5ということになり，「自社製品を業界標準（「標準化」一引用者）に
することのできた企業は，その後の競争を有利に運ぶことができるJ6ことに繋
がるのである。
このため，企業は自社製品の「標準化」確立に向けた戦略活動を活発化させ
ることになる。その代表的なものとして，いわゆるファミリー企業7の形成が挙
げられる。先にも挙げたRISCチップやDVDなどではアライアンス・ウエッヴ（aト
liance web) 8やアライアンス・グループ（alliancegroup) 9と呼ばれる企業
群を形成しているが，その目的の多くはここにある。これは80年代以降，一般
化した戦略提携とは質的に異なっており，提携に踏み切る積極性もより一層増
加されたものとなっており，もはやセカンド・ベスト的な位置づけは消え，全
4 山田はこの経済効果について，次の5つ，すなわち①製造コストの低減，②開発コスト
の低減，③入手コストの低減，④在庫コストの低減，⑤学習コストの低減，⑥接続コスト
の低減を挙げている。なお，詳しくは山田［1993]' p. 54-56を参照。
5 1斐羽 [1995), p. 6. 
6 向上書， p.6. 
7 このファミリー企業という用語は既に」般化しつつあるようだが，本稿でも一般に用い
られている場合と同じ意味で使用している。つまり，コアとなる企業の持つ規格や技術を
利用する目的のもとに提携関係を結ぶ企業群を意味しており，特に資本関係を結ぶなどし
て結束するといった運命共同体的なものを意味しているわけではない。
8 森［1995］，参照。
9 Gornes-Casseres, B. [1994］，参照。
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社戦略（山下， 1996），あるいは基本戦略（竹田， 1997）としての位置づけが適
切となる。つまり，提携戦略を積極的に進めることにより，ファミリー企業を
うまく形成できれば「標準化」確立に接近することになるのである。
これを推進する企業側にとっては，「標準化」が確立されることで上記したよ
うに市場において圧倒的に有利な状況が得られ，これにより価格コントロール
や利潤率を自由に設定できる可能性が得られることになる。また，成功すれば
大きな市場シェアを握ることにも繋がるため，それだけ大量生産によるコスト
競争力もつく。これら価格や利潤率に対する裁量権の掌握，並びに利潤の極大
化を促進するコスト競争力が企業にとって「標準化」の経済性から得られる最
大の経済効果となる。
これは多国籍企業の史的発展過程の初期段階に多く見られた独占企業が追求
する競争優位の源泉，すなわち規模の経済性と似ているように思われるかもし
れない。しかしながら，決して同義的にとらえられるものではないと考えてい
る。というのは，規模の経済性を追究する場合には単一企業による活動がその
前提にあるが，「標準化」の経済性の場合は，今も上で述べたように複数企業に
よって追求されることに大きな意義を持っている。前者を追求する場合，一社
単独で、進めることがその前提にあるため企業間提携は二の次となってしまうが，
後者ではファミリー企業を形成するなど複数企業により進められるため企業間
提携が重要な戦略となる。つまり 規模の経済性追求型戦略と「標準化」の経
済性追求型戦略の中身には大きな質的差異が存在すると言えよう。
以上から，本稿では「標準化Jの経済性の概念を「複数主体聞の結びつきを
戦略的に強め，これをもとに自社の技術や規格を業界標準（「標準化J）として
確立することによって生ず、る経済性」と定義し，これを規模の経済性，範囲の
経済性と並ぶ競争優位の源泉として設定することとする。
( 3）従来型戦略との違い
では，具体的に「標準化」の経済性を追究するタイプの戦略が既存のもの，
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すなわち規模の経済性追究型および範囲の経済性追究型とどのように異なるか
を見ていこう。それにはまず，競争優位のパラダイムとの関係から論じていく
必要がある。
本稿で、は競争優位のパラダイムを「競争環境の変遷過程に従って特定の競争
優位の源泉を中心に追究する段階j と捉えており，概念的に三つのパラダイム
の設定が可能と考えている。すなわち，規模の経済性を中心に追究するパラダ
イム（規模の経済性追究型パラダイム， pI ），範囲の経済性を中心に追究する
パラダイム（範囲の経済性追究型パラダイム， p2），そして「標準化」の経済
性を中心に追究するパラダイム（「標準化j の経済性追究型パラダイム， p:i) 
である。
これについてまとめたものが図 Iである。これは多国籍企業による競争が始
められるところから順にパラダイムがP1, p 2, p :iへとシフトすることを示し
たものだが，図中のそれぞれの枠が左側に示した各競争優位の源泉を重点的に
追究する競争戦略によって展開されるパラダイムを概念化したものである。つ
まり，産業が発展していくにつれ市場における競争環境に変化が生じ，その結
果図示したようにPI ，次いでP2へ，さらに‘部の産業では p3へとシフトする
ことを示している。
図1 競争優位のパラダイム
P1 ? ??
?
P:1 
規模の飴青｜主
範囲の協青｜生
「事罪朝七Jの
臨済｜生
注：それぞれのパラダイムには重なりの部分を持たせているが，
これはパラダイムがシフトする過程を示したものとなる。
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このモデルは、1984年に提示されたPiore& Sabelの理論とかなりの部分で共
通するものと思われる。彼らによれば，産業の発展過程においてみられる「技
術的発展がいかなる往路をとるかを決定する短い瞬間」 10を産業分水嶺（indus-
trial divide）と定義しているのだが，それによると最初の産業分水嶺は19世
紀の産業革命に見出されている。それまでは，熟練工によるクラフト的生産が
中心となっていたのだが，そのクラフト的生産システムのもとでは，あらゆる
用途に対しても柔軟に対応しながら生産することを可能としていた。その後，
第←・の産業分水嶺を経過すると，大量生産技術の登場によって巨大企業を主役
とした産業構造ができあがり，クラブト的生産に取って代わったとしている。
だが，その後でこの大量生産システムに対する限界も指摘することになる。
つまり，このシステムは安定した大量消費市場の存在が前提に成立されており，
特に70年代以降に顕著となる経済の不確実性の高まり等からこのシステムに対
する脆弱性が見出されるとしているのである。その結果 80年代前半には既に
第二の産業分水嶺が現れることになる。また，この第二の分水嶺の後に起こり
うる大きな可能性の－－－~っとして，「柔軟性のある専門化（flexible special iza-
t ion）」への追求を挙げているl。これは一部にクラフト的生産への回帰をも意
味しており，要するに市場ニーズに対して柔軟に対応しうる生産システムの優
位性を示唆したものとなっている。
規模の経済性追究型戦略
本稿で提示したモデルにあるPI はPiore& Sabel理論で、言う第一の産業分水
嶺出現後の状況ということになる。つまり，産業の発展過程において各企業が
規模の経済性を厳しく追究することに競争優位性を見出す段階がPlということ
になる。規模の経済性追究型の戦略が競争上優位となる段階である。
10 Piore & Sabel [1984], p. 5. 
1 Piore & Sabelの理論ではもう一つの可能性として，さらなる大量生産体制の拡大戦略が
挙げられている。
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例えば，当初自動車産業においては米国メーカー 特にフォードがいわゆる
フォーデイズムのもと，この戦略ノtターンで成功させている。また，半導体産
業では日本のメーカーが80年代前半までにDRAMの分野でこの戦略ノtターンを進
め，先行する米国メーカーを凌駕している。どちらも規模の経済性を果敢に追
究するといった少品種大量生産型の生産システムをうまく機能させたことがそ
の要因となっている。
範囲の経済性追究型戦略
だが，どちらの産業ともその後ノtラダイム・シフトが生じている。 Piore& 
Sabelの言う第←二の産業分水嶺の出現である。自動車産業ではトヨタが作業員の
多能E化の実現に成功させるのと同時に ジャスト・イン・タイム制やデザイ
ン・インの採用など，開発・生産全体に渡る FMS(Flexible Manufacturing 
Sys tern）のもと，豊富な製品ラインを構築させるなどして範囲の経済性を追究
し成功させた 120 ・方，半導体産業でも同様にこれまでDRAM予 A辺倒だった日本の
メー カー が， 90年代においては同じDRAMでもS-DRAM（シンクロナスDRAM）やR-
DRAM （ラムパスDRAM）の開発を進めたり，あるいはDRAM以外のメモリ分野にお
いてもフラッシュメモリや印刷など多品種の開発に競争優位を見出し，相次い
で製品化させてきている。つまり，どちらの産業においても競争優位のパラダ
イムは規模の経済性追究型パラダイム（P1）から範囲の経済性追究型パラダイ
ム（p 2）へとシフトしたことになる。
Piore & Sabelの理論では，特定の産業について論じられているわけではなく
産業全般を対象にしている。これに従うならば，多くの産業でPzへのパラダイ
ム・シフトが生じていることになるだろう。
12 ここで「成功J と述べたのは，その後米国の自動車メーカーもやがては日本型の生産シ
ステムを評価し，この生産システムを採り入れたことを重視したためである。
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rf：票準イ七」の経済性追究型戦略
しかしながら，大競争と呼ばれる状況が進展する今日，一部の産業ではすで
にP2で見出された競争優位も通用しなくなってきている。冒頭でも述べたよう
にこういった産業では，既に規模の経済性追究型や範囲の経済性追究型ではな
く，「標準化」の経済性を追究するタイプの戦略が有効となる競争環境が構築さ
れつつある。
ところで，これまで述べてきたようにP!, p 2それぞれのパラダイムで有効
となる戦略ノミターンにおいて追究される競争優位の源泉は共に性質を異にする
ものだが，その一方で次の一点については共通していることに気がつく。それ
はどちらのパラダイムにおいても，極論すれば企業の戦略意図は『どうすれば
ユーザーに自社製品を選択してもらえるか』という点である。つまり，企業の
ユーザーに対する受動的な姿勢に共通点が見出せる。
p lにおいて，企業がユーザーに対する最大の訴求点は「低価格」である。一
方， P2においては「差別化」である。どちらのパラダイムにおいてもこれらを
進めることによってユーザーの選好性を高め，最終的に他社に対する優位性を
確保することを狙いとしている。しかし，これは裏を返せばいくら努力しても
ユーザーに選んで、もらえなくては意味がないということにもなる。つまり，自
社にとってのライバルが増加し，大競争といった近年見られる状況下ではこれ
らの訴求点もその効果を薄れさせてしまうことにもなりかねない。ここにPlお
よびP2においての限界が見られる。
この状況を打破する競争戦略としてp3で追究されるもの，すなわち「標準
イじ」の経済性追究型戦略が挙げられる。これを進める場合，企業の戦略意図に
は『どうすればユーザーに自社製品を選択させられるか』がおかれることにな
る。換言すれば，ユーザーがある製品を選択する際に自社製品を含め多くの選
択肢の中からユ←ザー自身の好みに合うものを選んでもらうといった従来型で
はなく，むしろ自社製品しか選択せざるを得ないという状況を作り出すことが
主目的となっており，先の受動的なニュアンスと比べかなり積極性を増してい
- 9 (197) -
ることになる。
このことは，自社製品が「標準化」された製品であるということで，ユーザー
は多くの「便益性Jを享受する機会に恵まれていることを訴求するものとなっ
ており，従って相対的に他社製品の魅力を消失させることから可能となってい
る。別の言い方をすれば，「他社製品では損をするJとし寸意識をユーザーに植
え付けることを狙ったものと言える。これが成功すればPIおよびP2において
みられた限界を克服するだけでなく，今日のインテルやマイクロソフトに見る
収穫逓増の効果を享受する上で有効なタイプの戦略となる。
しかしながら，全ての産業において必ずしも p3まで進むということは，残念
ながら言い切ることができない。というのは，この段階まで進展する産業には
先にも触れたようにネットワーク外部性が働く産業という条件が付されるため
である。換言すれば，ネットワーク外部性の効果を最大限活用し，その延長線
上に「標準化」の確立があることになる。従って，「標準化」の経済性追究型戦
略で成功させるためには，ネットワーク外部性の効果を活用できるか否かが鍵
となる。
ネットワーク外部性
ネットワーク外部性とは，もともとは通信の分野で開発された概念だが，今
日では「ある製品やサービスを利用するユーザーの数が増加すればするほど，
ユーザーが多くの便益を受ける効果」を意味している。つまり，今も上で述べ
たように，この効果は他社製品の魅力を消失させるといったp3で追究される
「標準化」の経済性追究型戦略を理解する上で重要となるため，ここでもう少し
具体例を挙げその効果について説明することにする。
わかりやすい例の一つに，パソコンのOS（基本ソフト）の競争が挙げられる。
よく知られているようにOSの世界，特にGUI(Graphical User Interface）を用
いたOSの市場では，マイクロソフトのWindowsとアップルのマックOSとの間で激
しい競争が展開されてきた。マックOSはマニアの問での評価が高く，その影響
10 (198) 
もあって90年代初頭には一般ユーザーも多く獲得していた。だが， 95年頃から
徐々に業績を悪化させいわゆる赤字経営の状態に陥っていた同社は，97年8月，
ついに宿敵であるマイクロソフトからの資本提携を受け入れることを発表し世
界中を驚かせた。今日この状況でマックOSが将来的にWindowsの勢力拡大を阻
止し，やがては再逆転するだろうということを信じる者は皆無に等しい。
このWindows勝手ljを説明する要因の一つがネットワーク外部性の効果である。
81年にIBMがマイクロソフトのOS，「MS-DOS」の採用を決めたことがそのきっか
けとなっており，その結果コンパックをはじめ，多くの有力なパソコン・ベン
ダーがIBM互換機の開発を進めたため，これらの製品には必然的にマイクロソフ
トのOSがインストールされてきた。その一方で、 アップルは自社技術の公開に
慎重だ、ったため，同社の主力パソコンである「マッキントッシユ」の互換機は
ほとんど存在していない。ソフトハウスにしてみれば，同じアプリケーション・
ソフトを開発するにしても多くのユーザーに利用される可能性のあるマイクロ
ソフトのOS上で動作するソフトの開発に自然と熱が入る。
例えば，日本語ワープロソフトの開発を手掛けている国内最大手のジャスト
システムは，「一太郎ver.5」でマッキントッシュ対応型を製品化したのを最後
に，その後は今日の「一太郎9」に至るまで一貫してマッキントッシュ用を製
品化してはいない。従って，最新の一太郎の利用を考えているユーザーは，自
ずとWindowsがインストールされているIBM互換機を選択せざるを得ない状況に
なっている。これと同様の現象が他のアプリケーション・ソフトの開発でも生
じている。
その結果，パソコン・ソフト販売店の売場は， Windows対応ソフトの売場面積
がマックOS対応ソフトのそれを上回ることに繋がっている。従って，パソコン
を購入するユーザーの多くは，結果的に豊富なソフトが揃っているWindowsマシ
ンの購入に傾く。また，これにより初めてパソコンを購入する層も，パソコン
の利用方法をめぐって生まれるさまざまな疑問を解消していくためには，自分
の周囲の人間が使っているマシンやソフトと同じものを購入した方が得策と考
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えるようになる。つまり， Windowsマシンを使った方がその利用法など，情報の
入手可能性が高いという便益を享受する機会により多く恵まれることを意味し
ており，この効果がWindowsユーザーの輪をさらに拡大させていく。ここにネッ
トワーク外部性の効果が見出される。
こうした状況の中，インターネット利用者の増大による本格的なマルチメディ
ア時代の幕開けとされた95年には，パソコンが爆発的に売れ，日本国内だけで
も前年比69.8知増の576万台を出荷したのだが，アップルはそのシェアを落とし
てしまうことになる！とこの背景にはWindowsマシンに対するネットワーク外部
性の効果が隠されている。つまりパソコン市場で、はWindowsが「標準化Jを確立
していることになるが，これはネットワーク外部性の効果をうまく利用できた
ことが最大の要因となっているのである。
マイクロソフトが市場参入当初からこの効果を狙っていたかどうかを今ここ
で確認することはできないが，結果的にこのネットワーク外部性の効果に乗っ
た「標準化Jの経済性追究型戦略を進めて今日の地位を築き上げたことは理解
されねばならない。そして，同社の成功によりこのタイプの戦略が有効である
ことが他社に対して実証されたことになっており，近年これと同様の成功を目
指す企業の増加へと繋がるのである。
3.「標準化」の経済性追究型戦略へのシフトの可能性
このようにネットワーク外部性の効果を享受できる企業は，ライバルに対し
てより大きな競争優位性がもたらされる可能性を有すことに繋がる。換言すれ
ば，ネットワーク外部性の効果を最大限引き出すことができるかどうかが成功
の鍵を握っていると言える。
では，企業がこの効果を引き出すためにはどうすればよいだろうか。それに
13 IDCジャパンの調査による。
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は自社の技術や製品を利用する企業グループを構築することが重要な要素とな
る。これがいわゆるファミリー企業と呼ばれるものの形成に繋がる。言い換え
れば，ファミリー企業を形成できるかどうかによってネットワーク外部性の効
果に影響し，ひいては「標準イじ」確立にまで影響することになる。特に，自社
の技術なり製品が完成品となるまでの聞にさまざまな工程を必要とするような
ハイテク製品の場合には エンド・ユーザーの手に渡るまでの聞にさまざまな
企業が介在しているが，将来的に「標準化」を確立するためには，こうした企
業に戦略的に自社技術を公開することでファミリーづくりを進めていく戦略が
有効となる。
半導体産業において，このタイプの戦略を成功させた代表的企業として冒頭
でも触れたインテルが挙げられる。インテルは全半導体製品の内ロジックの分
野において，パソコンに組み込まれる MPUについて「標準化」を確立した。今
日，このロジックの分野では図 lで示したp3に見られる競争が進められてい
る。一方，日本のメーカーが強いとされてきたメモリ分野では現在のところそ
の域にまでは達していない。現時点では市況がなかなか回復しないこともあり，
多くの日本のメーカーはこれまで主力としてきたDRAMの生産を縮小し，代わっ
てDRAM以外のメモリ製品を多く揃えるといった範囲の経済性追究型戦略で競争
を展開しているのが実情である。だが，このメモリ分野においては， DRAMある
いはDRAM以外の製品分野において将来p3ヘシフトすることを予感させる戦略で
競争を仕掛ける企業も出てきている。自社の技術を戦略的に公開するなどして
ファミリー企業を構築する動きが出てきているのである。これを示すケースを
いくつか挙げよう。
(A）フラッシュメモリによるファミリー企業の構築：東芝のケース
まず，東芝のフラッシュメモリ事業のケースを見ることにする。そもそも，
このフラッシュメモリは世界に先駆けて東芝が開発したものとされている。既
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に84年には学会発表も終えている 14。今日主流となっているフラッシュメモリは
インテル等が採用しているNOR型と呼ばれる構造のものだがこれに対し東芝は
独自技術に基づいたNAND型と呼ばれる構造のフラッシュメモリを開発した。NOR
型に比べ， NAND型は情報の書き込み・消去時間が速く，チップ面積も小型化で
きるといった利点を持つものとされている。
東芝はこのNAND型フラッシュメモリで92年に相次いで海外の有力メーカーと
提携関係を構築している。東芝－IBM ( 6月），東芝－ナショナル・セミコンダ
クター (12月），そして東芝一三星電子 (12月）がそれだが，これらの提携の目
的にはNAND型フラッシュメモリに関する開発コスト削減といったものも含まれ
ないわけではないが，その中心にはファミリー企業を構築すべくNAND型技術を
公開することでこれを普及させ，そして最終的に覇権を握ることが挙げられる。
特に， IBMとの提携は当時この業界ではかなり衝撃的なものであったことが新
聞各紙の報道姿勢から伺い知れる。東芝にしてみれば，フラッシュメモリの主
要応用分野であるコンビュータでIBMの総合力に期待15できるばかりか， IBMとい
う大口ユーザーを確保したということだけでもその効果は計り知れないものが
ある。 IBMがNAND型を採用したことにより 他のユーザーも非主流であるこの
NAND型に対する信頼も生まれて来るからだ。これによって 「インテルのMPUに
似た成功も期待」 16できることになる。
また， IBMとの提携と同じように，東芝は既にD貼M市場で世界のトップ。に立っ
ていた三星電子に対してもNAND型フラッシュメモリの技術を供与しており，こ
れらから東芝が自社のNAND型技術で「標準化Jの確立を目論む戦略意図が確認
される 170 
この東芝の戦略意図を表すものとして，以下のような記事をインターネット
14 舛岡（1992］，参照。
15 日本経済新聞， 1992年6月20日付。
16 日経産業新聞， 1992年6月22日付。
17 小川（1995],p. 269。
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で同社のホームページ上に公開している。
「（東芝と三星電子は） 64MNAND型フラッシュメモリのデザイン・ルール，メモ
リセル，メモリ構成，チップサイズ，機能，性能，動作電圧，パッケージなど
の技術仕様を統一することにより， NAND型フラッシュメモリ分野における協力
関係をさらに深め，業界の標準化を推進していきます。当社と三星電子は，平
成4年にNAND型フラッシュメモリ事業に関する契約を締結し，・・・（中略）・
技術仕様や論理回路などの製品情報を三星電子に提供するとともに，業界の標
準化を推進していくこととしています。（傍点引用者）」 18
つまり，これらの提携に対する東芝側の中心的な戦略意図は，独自技術をもっ
て大口ユーザーを取り込み，やがてはネットワーク外部性の効果を享受すべく
ファミリー企業の形成を中心的な狙いとしているものと判断されることから，
明らかに相互補完等を目的とした従来型の提携とは区別されなくてはならない
ことになる。従って，このことから東芝は既に90年代初頭にはメモリ分野にお
いて将来的に「標準化」の確立を目指した戦略を進めていたことを伺い知るこ
とができる。
(B）高速メモリによるファミリー企業の構築： NE Cのケース
次にNECのケースを取り上げる。 NECの場合は東芝のようにDRAM以外のメモリ
製品で「標準化」確立を目指しているわけではなく，あくまでD貼M製品分野に
おいての「標準化」を志向した戦略となっている。だが これは従来型のDRAM
とは異なり，S-DRAMと呼ばれる新たな技術を用いた製品であることが特徴となっ
ている。
NECがこのS-D貼Mで「標準化」を意識したものと判断できる事例を96年1月に
発表されたNEC一三星電子の間で結ぼれた提携に見ることができる。これはS-
18 インターネット（PressRelease 1995-4 /http: //www. toshiba. co. jp/about/press/ 
1995 4/pr_j1801. htm）により入手。
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DRAMの仕様を統一することを目的にすると発表されている 19。近年， MPUがさら
なる高速化を遂げ，それに伴いメモリの高速化もメーカーにとっての技術的課
題とされているが，S-D貼MはMPUの動作周波数と同じタイミングで動作すること
によって高速にデータを転送できるため，従来のDRAMよりも高速化に対応した
メモリとされている。
同分野においてこの二社は合計すると50%を超えるシェアを握っており，メ
モリ市場を代表する両社が仕様を統一することによって，他メーカーにもかな
りの影響が及ぶ強力な企業グループの形成と言える。両社は，今後同メモリの
仕様を公開するものとしていわゆるデファクト・スタンダードの確立を目指し
ていく姿勢を鮮明にしている。つまり，この両社の提携は東芝のケースと同様
に，明らかに「標準化」の確立を意識したものと言えることになる。
(C）システムLSIにおける可能性と三菱電機のケース
さらに，今後この分野で「標準化」の経済性追究型戦略を中心とした競争ヘ
発展する可能性を秘めたものにシステムLSIがある。これに関しては今日既にい
くつかの企業がこの市場で将来リードしようとの動きが確認される。
そもそもシステムLSIとは，機能の異なるLSIを一つのLSIに統合したものであ
り，従ってメモリ分野に限定されたものではないためこのままではここでの議
論の対象とはならないだろう。しかしながら， 90年代に入って製品化されてき
た一連のシステム LSIの中でも， 96年に三菱電機（以下，三菱）が実現化した
eRAMと呼ばれるチップをはじめ，近年各社が本腰を入れ始めているものはDRAM
とMPUの混載チップとなっており，日本のメーカーが得意とするDRAM技術が要求
されるものとなっている。
データクエスト社によれば，今後このシステムLSIの市場は2000年に160億ド
ルまで膨らむビッグ・マーケットとなることが予想されており，またDRAMとMPU
19 日本経済新聞， 1996年 I月15日付。
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双方で優れた技術を持つ日本のメーカーがこの分野で技術的優位性を持つとの
見方がある200 
現在，日本のメーカー各社は，このような将来に向けた有望市場でリーダー
企業となるべく，既にいくつかの企業連合が形成されつつある。その中の代表
的なものとしては， 96年9月に発足した，東芝と富士通が主導するVSIアライア
ンスと， 97年 l月発足のNEC等日本のメーカーが主導するPPRAMコンソーシアム
が挙げられる。
VSIアライアンスが目指しているのは，産業全体としての効率を高めるため，
一定の規格に基づいて各社がIP（知的財産権を持った機能ブロック）を設計す
る流れをつくることとしている。これにより各社区々だ、ったIPの設計手法が統
一され，流通もスムーズに進むことになる。
また， PPRAMコンソーシアムでは， PPRAMと呼ばれるシステムLSIと他のチップ
との接続，あるいはpp貼M同士接続する際のインターフェースを統一することに
目的をおいており，チップ内部のコントロール部分については一切の取り決め
を行わないとしているヘ
このように，システムLSIの分野では日本のメーカーが中心となった企業連合
が急速に形成されつつあると言っていい。これを受け，ナショナル・セミコン
ダクター等アメリカのメーカーも東芝や三菱等の日本のメーカーに対してこの
分野での技術供与を要請しているへ
こうした状況にありながら，まだ今のところ必ずしもこのシステムLSIの技術
で業界標準を獲得しようとした動きは表面化してきてはいない。その理由には，
どちらの企業連合もまず第一に参加する全ての企業に平等なオープン化が志向
されていることが挙げられる。換言すれば，現段階ではミクロとしての企業の
理想よりもむしろマクロとしての理想論を優先することに重きが置カ亙れている
20 日経産業新聞， 1997年2月5日付。
21 日経産業新聞， 1997年12月20日付。
22 日本経済新開， 1997年9月6日付。
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と言える。その上，システムLSIが将来の有望株と見込まれる一方で，この分野
で本格的に成功を遂げるためには，まだクリアすべき技術的課題も多く，その
ため企業の業績に寄与するまでには相当な時間がかかるものと見られているた
め，疑心暗鬼といったメーカーが少なくないことも大きな理由の一つで、ある。
従って，「標準化」確立に向けての本格的な行動についてはまだ入り口の部分で
あり，企業連合に参加する企業自体の思惑も本格的なまとまりを見せていない
状態と言ってもいいだろう。
しかしながら，その一方で将来的に「標準化」の経済性追究型戦略で競争を
展開しようと今から準備を進めるメーカーもないわけではない。 eRAMというシ
ステムLSIで一歩先行する三菱にその可能性が見られる。現時点では三菱がe貼M
で将来的に「標準化」の確立を目指していることを明言したり，あるいはその
意思表示を見せたわけではない。だが，同社が97年3月に発行した電機技報に
は， M32R/DというeRAM製品で、Javaに対応したプラットフォームの開発を示唆す
る論文が掲載されているへ
サン・マイクロシステムズが開発したこのJavaは，コンビュータを介すネッ
トワーク通信の分野で勢力を伸ばしてきた新たなプログラミング言語である。
インターネットの世界に新たに大きなパワーを与えるものとして世界中が注目
しており，「標準化」の確立を志向した言語となっている。つまり，三菱のM32R/
Dはこれに対応しうるチップということになる。これが本格的に成功すれば，
M32R/Dで「標準化Jを確立する大きな可能性が広がることを意味する。なぜな
ら， M32R/Dだけで「標準化」の確立を狙うのではなく， Javaとの関係性が必要
となることから，ネットワーク外部性の効果が加速度的に増加する可能性があ
るからである。この関係はちょうど，近年「ウインテル」と呼ばれているマイ
クロソフトとインテルの関係と酷似したものと言えよう。
三菱は今年に入ってD貼M市場からの撤退を発表し，システムLSIに特化するこ
23 同社ホームページ（http://www. melco. co. jp/giho/9703/9703108. htm）を参照。
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とを表明している240 DRAMメーカーとしては圏内でビッグ5に数えられた同社
が，圏内メーカーでは最初の，しかも得意分野としてきたDRAMからの撤退を表
明したことには衝撃を受けたが，システムLSIの分野でJavaとともに「標準化」
確立に向けて本腰を入れ，そのために戦略意図を変化させたとも受け取れなく
もない。
以上，ここでは3つのケースを取り上げた。先にも述べたように，今日の日
本のメーカーは，メモリ製品に対しては依然として既存製品のさらなる高付加
価値化に開発の中心を起き，従って範囲の経済性追究型戦略が主流であるといっ
た状況である。だが，ここで見てきたケースからもわかるように，現実には「標
準化」の経済性追究型戦略を模索する企業が出てきている。今後こうしたタイ
プの競争はますます増加するものと思われる。
4.結びにかえて
以上，本稿では多国籍企業に見る戦略パターンの変遷過程から，今日既に既
存の競争優位の源泉だけでは説明できなくなっていることを重視し，新たな源
泉として「標準化」の経済性の概念を設定した。そして，この段階の競争ヘシ
フトするにはネットワーク外部性効果の活用をその条件として挙げた。また，
今後こうした競争段階へ発展する可能性を示すものとしていくつかケースを紹
介した。
そのケースは何れも半導体のメモリ分野に特定したものだ、ったが，実はこれ
と似たケースは半導体以外の産業においても見られる。パソコン・ベンダーで
有名なコンパックの会長ローゼン（B.M. Rosen）氏が，その可能性を示唆して
いる。同氏は成熟している自動車産業に注目し，同氏が中心となって開発する
エンジンで将来はインテルにならって「ローゼン入ってる（RosenInside)Jの
24 日本経済新聞， 1998年2月17日付。
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シールを各自動車に貼らせることを目指しているというへ
何れにしろ，ある産業で仮に今現在その競争優位のパラダイムが図 1のP2に
あったとき，やがてp3へと移行する可能性を完全に否定するわけにはいかない
ということになる。このことは同時に，今日既にp3での競争が展開されている
一部の産業だけの現象として片づけることができないことをも意味する。換言
すれば，ネットワーク外部性が働く産業ではp3へのパラダイム・シフトは起こ
りうるということになるだろう。
そこで，今後筆者に与えられる課題は，どのような産業であればネットワー
ク外部性の効果を活用できるのかといった点について明らかにすることである。
今後はこの点についてさらに研究を進めていこうと考えている。
25 日経ビジネス， 1997年1月6日号。
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